
児童手当 所得制限限度額はどうすればわかりますか？

（１）計算方法 [児童手当法施行令第３条] 

●下の計算式にあてはめ、受給者の平成２３年中の所得額から控除額と８万円を引いて、「Ａ」の額を

出し、この金額を所得制限限度額と比較します。

●控除額のうち、障害者控除、寡婦(夫)控除、勤労学生控除は、各２７万円です。ただし、特別障害者

控除は４０万円、特別寡婦控除は３５万円です。

      所 得 額        控 除 額     

（２）所得制限限度額 [児童手当法施行令第１条] 

扶養親族等の人数 → 所得制限額

０人 ６２２万円＋０万円 ６２２万円

１人 ６２２万円＋１人×３８万円 ６６０万円

２人 ６２２万円＋２人×３８万円 ６９８万円

３人 ６２２万円＋３人×３８万円 ７３６万円

４人 ６２２万円＋４人×３８万円 ７７４万円

●（１）で計算した「Ａ」の額と所得制限限度額とを比較します。

●所得制限限度額は上の表のように、扶養親族等の人数で異なります。

●扶養親族等の人数、１人につき３８万円を６２２万円に加算した額が所得制限限度額です。ただし、

扶養親族等が老人控除対象配偶者・老人扶養親族に該当する場合の加算額は、１人につき４４万円

です。

●上の表では４人までを表示していますが、５人以上でも同様の計算です。

●扶養人数は、平成２３年１２月３１日時点の人数です。平成２４年１月１日以降に生まれた児童等、平

成２４年になって新たに扶養された者は除きます。

次の所得額の合計

・総所得(※１)

・退職所得

・山林所得

・土地等に係る

  事業所得等

・長期譲渡所得

・短期譲渡所得

・先物取引に係る

     雑所得

・条例適用利子等

・条例適用配当等

次の控除額の合計

・雑損控除

・医療費控除

・小規模企業共済等

     掛金控除額

・障害者控除

２７万円(特別４０万円)

・寡婦(夫)控除

２７万円(特別３５万円)

・勤労学生控除

２７万円

施行令に定め

る控除額

所得制限限度額と比較

※１ 総所得

   給与所得(※２)、事業所得、利子所得、配当所得、

   不動産所得、一時所得、雑所得の合計額です。

※２ 給与所得とは、給与支払額ではありません。

   源泉徴収票では、「給与所得控除後の金額」欄の

   金額です。



（３）事 例

【事例１】児童が平成２４年２月生まれ。父母ともに所得があるが、父の方が所得が高い。母は父の扶

養(控除対象配偶者)ではない。

●所得が高い父が受給者となる。

●平成２３年１２月３１日時点の扶養親族等の人数は０人。

●所得制限限度額は６２２万円。

【事例２】児童が２歳、５歳、小学３年生の３人。母はパートで、父の扶養の範囲内の所得。同居してい

る７５歳の祖母がおり、父の扶養である。

●所得が高い父が受給者となる。

●平成２３年１２月３１日時点の扶養親族等の人数は５人。うち１人が老人扶養親族。

●計算式：６２２万円＋(４人×３８万円)＋４４万円

●所得制限限度額は８１８万円。


